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要約

この研究の目的は、阪神・淡路大震災の教訓|に基づいて、東京都が進めてきた震災復興

対策を事例に、とくに事前の都市復興計画に関して、その意義と課題を明らかにすること

である。東京都は、震災復興対策の重要性を鑑み、「生活復興マニュアルJと「都市復興

マニュアル」を策定し、公表してきたσ 前者は、都市復興への取り組みの主体となる住民

の生活の迅速な復旧を支援することを目的としているものであるため、その復興水準は

「原状への復旧Jにおかれている。他方、後者は、被害程度と当該地区の状況に対応して、

多様な都市復興の取り組みが可能であるように、事前にその手順や計画策定手法の開発な

どを整理したものとなっている。本研究では、「事前復興計画Jの本来的な概念を整理考

察した上で、東京都の都市復興マニュアルに込められた理念と課題を考察したものである。

1 .はじめに

「事前復興計画」とは、矛盾した概念のようで

ある。復興とは、事後に行う事業であり、事前に

事後のことを行うということは、大いなる矛盾で

はなかろうか、と考えられるからである。しかし、

「事後のことを想定して、事前に準備しておくこ

とJと考えると、矛盾はない。阪神・淡路大震災

以降、都市災害からの復興に関する関心は、都市

計画・土木計画などの分野のみならず、社会科

'東京都立大学都市研究所・大学院都市科学研究科

学・人文科学を含めた多方面で、高くなっている。

その中で、公式的に初めて「事前復興」という言

葉が使われたのは、 1995年7月に阪神・淡路大震

災を踏まえて国土庁がおこなった防災基本計画の

緊急見直しにおいてで、あろう。しかし、事前に復

興計画を検討しておくという調査研究は、阪神・

淡路大震災以前に国土庁と建設省(都市局・住宅

局)とによって『震災市街地復旧指針策定調査』

として1984年一1986年にかけて行われていたので

ある(建設省都市局1985等)。さらに、 1992年に

は、国土庁(大都市圏整備局)と建設省(都市局)
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とで、「市街地復興迅速化方策検討調査』を実施

していた。しかし、阪神・淡路大震災以前の、こ

れらの取り組みは、都道府県や市区町村に震災復

興問題への取り組みを普及するものでもなく、自

治体がそうした取り組みに目を向ける状況にもな

かったの

以下の考察は、阪神・淡路大震災を教訓に、東

京都において検討し実践してきた地震災害に対す

る「事前復興」の戦略と、その事前準備としての

「復興マニュアルjを事例に、事前復興計画の意

義を明らかにし、現行のマニュアルにおける課題

を整理し、事前復興計画のあり方を提示すること

を目的としている。

2.阪神・淡路大震災の復興過程と事前復

興計画という概念

2. 1 阪神・淡路大震災における復興都市計画

の策定過程の概況

阪神・淡路大震災からの復興は、都市の地震災

害としては福井地震(1948)以来、都市災害とし

ては酒田大火(1976)以来の、大規模な市街地復

興への取り組みとなっている。それは、地震発生

以来関係者の多大な努力にも関わらず、 4年以上

を経た今日もまだ途上にあり、さらに長期を要す

るものとなっている。安田 (1996)は、神戸市の

復興まちづくりの取り組みを 5期に区分し、復興

計画も初動対応期からの取り組みが重要で、あるこ

とを示した(表1参照)。

①第一期(緊急対応期:発災から1カ月):被災者

救援、避難者支援、応急危険度判定、ライフライ

ン・交通の代替措置と緊急復旧、被害状況の把握、

復興方針の公表、建築制限区域の指定、 J曜災証明

の発行、公営住宅の募集、応急仮設住宅の発注。

②第二期(応急復旧期:1-3カ月被災者・

避難者対応の継続、災害公営住宅への入居、応急

仮設住宅の建設、復興都市計画の決定、復興ガイ

ドラインの公表。

③第三期(復興まちづくり初動期:3-6カ月): 

応急仮設住宅への入居、瓦磯処理の進捗、住宅再

建の胎動、復興まちづくりの始動、復興メッセ・

神戸すまいまちづくり人材センタ一、阪神淡路

大震災復興基金、既存不適格建築物再建支援対策、

共同建て替え支援方策。

④第四期(復興まちづくり実践期 :6カ月一 1

年):応急仮設住宅の完成、避難所解消、被災地

からの人口流出、災害復興公営住宅の入居準備、

活発なまちづくり協議会活動、個別自力住宅再建

の開始、復興基本計画の公表、復興土地区画整理

事業の計画確定 (2段階目の決定)。

⑤第五期(本格復興期:1年一):高速湾岸線・阪

神高速線の復旧、復興土地区画整理事業の計画決

定、先行事例では事業決定、自力復興に地域差、

住宅関連の復興支援方策の拡充、重点地区の復興

まちづくりの進捗と地区間の格差、復興まちづく

り活動の拡大。

すなわち、安田によると、政令指定都市である

神戸市における阪神・淡路大震災からの復興の実

態は、 1カ月 .3カ月.6カ月・ 1年という時期区

分が有意であるとの指摘である。その時間経過の

中で、阪神・淡路大震災からの復興には「従来か

らの法・制度Jでの対応だけでは不十分であると

して、新たに復興関連法制度が立法整備され、大

幅に見直された法律・制度も少なくない(表1参

照)。しかし、多くの新制度は、阪神・淡路大震

災での復興都市計画の決定には間に合わず、従来

からの手法である発災から最大 2カ月間の建築基

準法84条の建築制限を基本に、 2カ月目に復興都

市計画の事業子法と区域を決定するという手続と

なった。この都市計画決定にあたっては、都市計

画法に基づく公告縦覧等の住民参加の方法がとら

れたものの、被災地は大混乱の状況下にあり、 3

月17日の兵庫県都市計画審議会へは、 3，500件を

超える反対陳情があった。従って、この都市計画

決定にあたっては、都市計画の事業手法・区域・

根幹的な施設等を決定するが、詳細は「今後、住

民と十分意見吏換することJという付帯意見とと

もに、決議されたのであった。いわゆる「都市計

画の 2段階方式jであった(兵庫県1997)。そう

した経緯をふまえて、その後、地域の関係者によ

る「まちづくり協議会jを通して実践に向けての
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表1 阪神・淡路大震災における時期区分と復旧・復興の動き

時期区分 応急対応 応急復旧 恒久復旧・復興

①緊急対応期 被災者救援対応 ライフライン・ 1/26震災復興本部
(震災直後-1カ月) 応急危険度判定 交通網の応急復旧 1/31震災復興市街地・住宅緊急整備の基本方針

被害状況の把握 応急仮設住宅の建設 211建築基準法第 84条による建築制限区域指定
擢災証明の発行 2/6擢災都市借地借家臨時処理法の適用

②応急復旧期 被災者の救援 応急仮設住宅の供給 2/16神戸市震災復興緊急整備条例・震災復興
(1カ月-3カ月) 避難者への対応 災害公営住宅の入居 促進区域の指定

の継続 ライ7ラインの復旧 2117建築基準法第 84条の建築制限の延長決定
-ガス 2/26被災市街地復興特別措置法
-水道 3/17土地区画整理事業・市街地再開発事業区域

の都市計画決定
住宅市街地総合整備事業の撃備計画承認
重点復興地域(条例)指定
3/27神戸市復興計画ガイドライン公表

③復興まちづくり初動期 応急仮設住宅へ入居 4/28三宮地区の地区計画の都市計画決定
(3カ月-6カ月) 五撲処理の進捗 6β0神戸市復興計画の策定

7/7神戸市震災復興住宅整備緊急三カ年計画
本格復興・再建への始動 <復興支援策と行政体制の整備>

-復興メッセ
-神戸すまい・まちづくり人材センター
-阪神・淡路大震災復興基金
-既存不適格建築物再建支援対策
-共同・協調建替支援対策
-分譲マンション建替支援

④復興まちづくり実践期 避難所の解消 8/11応急仮設住宅 8/8尼崎市築地地区の土地区画整理事業の
(6カ月-1年) の完成 都市計画決定 (84条未指定地区)

10/31災害復興住宅の入居希望登録
被災地からの人口流出 11/30鷹取第一地区の震災復興土地区画整理
まちづくり協議会活動 事業の事業計画決定
の本格化と地区格差 12/27東部新都心地区土地区画整理事業
自力復興(個別再建)開始 (1)・ディング7'ロシ.J.';ト)等の都市計画決定

⑤本格復興期 '96. 3/28六甲道駅西・松本地区の土地区画整理事業
(1年-) 8/31高速湾岸線の の事業計画決定

開通 3/28六甲道駅南第一地区の市街地再開発事業
自力復興(個別再建)の 9/30阪神高速道路の の事業計画決定
地域絡差(東高西低)

重点地区の復興まちづく
りの進捗と地区間格差

一」

官民の共同作業が進められていくことになったの

である。

2. 2 事前復興計画といういくつかの概念

①都市復興は、迅速な計画決定か、じっくり進め

るべきか

都市計画学会が震災後に会員から募集した復興

に関する提案において、都市復興は、 3日.3週

間・ 3カ月を節目に、非常時の大権を集中して迅

速に方針と計画を決定し、その後大権を解いて多

様なまちづくりの実践に向かうべきであるという

開通 6/30災害公営住宅の拡充・家賃低減化対策
く白地地域の復興まちづくり支援策の拡充〉

7/24家賃負担軽減制度の創設(民間住宅支援)

考え方(西山康雄)や、「まちづくり仮設都市の

建設Jによって、 10年間の復興事業に対して、 3
年くらいの時間を仮設や住まいの補修で仮設的に

復旧した地区で過ごしながら、被災住民の主体的

参加による復興まちづくりに取り組むべきという

考え方(中林一樹)など、都市復興の進め方に関

してもさまざまな考え方が提起されていた(都市

計画学会編集委員会編1995)0 r事前復興計画」と
いう考え方も、こうした阪神-淡路大震災からの

復興の実態を見聞する中から提起されてきた、防

災研究および防災行政の課題のひとつである。
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災害からの復興、とくに都市計画分野に関わる

市街地と都市基盤施設の復興も、迅速を旨とする

ことは誰も否定しない。問題は、迅速に決めるべ

き復興計画の内容であり、その計画の決定から実

施に向けての進め方に関わる手順と手法である。

どのような内容の復興計画を策定し、どのような

住民参加の下で決定し、どのように実施していく

のかが問題なのである。それを速やかに進めるた

めには、どのような準備を事前にしておくべきな

のであろうか。すなわち、「復興計画の策定・決

定・実施のための方法論を事前に構築」しておく

という概念である。

②第二の都市計画として「あるべき都市像・市街

地像Jを策定しておくべきか
戦前・戦後の震災や市街地火災、あるいは戦災

からの都市復興においては、土地区画整理事業を

中心的事業手法として、基盤整備を実現した大規

模な市街地改造の事例は少なくない。日常時の都

市計画事業の進捗状況や木造密集市街地でのまち

づくりの推進の困難さを踏まえれば、災害復興は

市街地整備の絶好の機会であることは否定できな

L 、ところである。焼失市街地等に街路や公園を整

備して行くには、知何に早く決断し、具体的なあ

るべき計画像を提示し決定することが重要であ

る。そのためには、「本来、安全で快適で良好な

市街地とはこのような市街地空間であるJという

計画内容を事前に策定しておくことが必要であ

る。それは、現行の都市計画内容と大きく黍離す

ることもあり得る。その意味で「第二の都市計画」

なのであるが、是非とも必要で、はないか。それは、

その時がくるまで、「秘かに、保管しておく」ご

ともあるうるという考え方がある。

しかしながら、都市計画のアカウンタビリティ

(説明責任)が求められる今日の都市計画を巡る

社会的状況と現行の法制度の仕組みの中で、「第

二の都市計画」の存在はあり得ないであろうし、

それを強権(大権)を持って決定する事もできな

い。今日の状況では、 1992年の都市計画法の改正

によって制度化された20年後を目標とする「市区

町村の都市計画の基本方針(都市計画マスタープ

ラン)Jに、あるべき都市像を都市計画目標とし

て提示し、住民と行政が共有化しておくことが求

められるのではないか。すなわち、「復興計画に

描かれる市街地像を事前に都市計画マスタープラ

ンに位置づけておく」という考え方は、事前復興

計画の構成概念として成立しうると考える。

③事後の復興まちづくりを事前に実践して、災害

に強く被害を出さないまちを実現しておくこと

こそ、「事前復興」なのである

さらに、都市防災という枠組みで事前復興計画

の意義と役割を検討すると、「復興しなければい

けないような街を無くしておくことこそ最も重要

である」という考え方が成立する。事前復興計画

の第一の役割は、発災によって大きな被害が発生

することが分かっていながら、被災後の都市づく

り・まちづくりの準備をしておくことではない。

「事前復興とは災害の起きる前に起きた後のこと

を考えようというのではなく、壊れたつもりにな

って先に復興をやろうということであり、換言す

れば、最強の状態(健康な状態)で地震を迎えよ

うとするものでなければならなLリ、という主張

もある(室崎益輝:杉並区防災都市づくりシンポ

ジウム「地震に強い都市づくりを目指して」

1999.1.24での基調講演から)。

すなわち、上記の都市計画の将来像として位置

づけ目標として共有化しておくことのみならず、

「事前に街の改造をしておくことjという復興計

画の事前実施という概念も成立するのである。

3. i事前都市復興計画」への視点

災害復興、とくに都市の施設・空聞から生活・

経済まであらゆる側面に、直接・間接に被害をも

たらす地震災害からの都市復興は、都市基盤の整

備、建物の再建といった物的整備にとどまらず、

被災者の生活再建、経済活動の再建などを含む総

合的な取り組みが不可欠である。しかも、その取

り組みには迅速性と即効性が求められる。さらに

今日では、行政計画のあらゆる側面に住民参加・

市民参加が不可避の課題となっている。この「総

合性Jr迅速性Jr即効性Jr住民参加Jを確保し
た都市復興のあり方をめぐって、「事前復興計画J
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の重要性が認識されてきた。

すなわち、「事前都市復興計画」の重要性とは、

災害復興といえども災害の発生まで何もせずに待

つのではなく、『都市復興計画の計画的概念とそ

れに基づく策定方法を「事前」に考え、準備し、

共有化し、実践しておくことは、事後の都市復興

における迅速性・即効性を確保するとともに、事

前の住民の主体的な参加に基づく防災都市づく

り・防災まちづくりを促進し、復興まちづくりの

実施をより実効性のあるものとする』のではない

かという考え方である。同時に、都市復興のため

には、被災者の個々のくらしや雇用(しごと)な

どの住まいや暮らしの復旧・復興も重要である。

『被災者の個々の生活の回復なくして、住まいの

復興はなく、住まいの復興なくして都市の復興を

実現することは困難である』からである。さらに、

地域におけるすまいとくらしの復興は、小売業を

はじめとする地域経済の復興をもたらすはずであ

るO しかも、発災からの時間経過の中で、都市復

興が長時間を要することに対して、すまい・くら

し・しごとに関わる生活復興は、発災直後の被害

者への緊急対応期から連続的に実現されていくこ

とが重要である。すなわち、あらゆる復興対策の

中でも最も迅速な実施が求められているのがこれ

らの生活復興といえる。

この論考では、生活復興と都市復興のうち、と

くに「事前都市復興計画Jに焦点を当て、東京都

における『東京都都市復興マニュアル』を事例と

して考察し、その意義と課題を提起することを目

的としている。筆者は、東京都の復興都市計画策

定作業に専門委員として関わってきた1)中で、事

前都市復興計画を構築するために、以下の4つの

視点を提示してきた。

①都市基盤整備計画における優先事業の公開と

あるべき都市骨格像の事前共有化:

都市としてあるべき骨格構造の計画を事前に住

民との間で共有できるか。

②まちづくり目標の事前共有化とまちづくり主

体の事前形成:

事前Jこどこまで住民と行政が協働した「まちづ

くりJを推進できるか。

③復興都市計画・復興まちづくりに連続する被

災者の生活復興の体系化:

都市復興につなげる被災者の生活とくらしの応

急対応・復旧支援対策を体系的に整備・提供でき

るヵ、。

④都市復興計画策定シナリオとマニュアルの事

前準備:

行政における復興計画立案のアカウンタピリテ

ィを担保できるか。

3. 1 都市基盤整備計画における優先事業の

公開とあるべき都市骨格像の事前共有化

関東大震災からの帝都復興計画に代表されるよ

うに、都市の大規模災害からの復興計画において、

都市の骨格となる幹線街路、公園緑地、河川や水

路などの都市基盤施設を抜本的に改めたり、従来

未整備であった施設を整備実現するなど、都市骨

格像としての都市基盤施設整備は復興計画の重要

な内容である。すでに都市計画法の施行から80年

にもなろうとする今日、我が国の主要都市は、街

路・公園緑地など骨格的な都市基盤施設は都市計

画決定されている。さらに、 1992年の法改正では、

市街地の整備方針として市町村が都市計画のマス

タープランを策定することとなっている。従って、

災害からの復興都市計画においても、骨格的都市

基盤施設の復興計画は、従前の都市計画を基礎に

計画立案されることになろうし、新たに計画立案

する必要がある場合にも、都市計画マスタープラ

ンを基礎に、構想されることになろう。すなわち、

今日の都市計画の状況では、関東大震災時や戦災

復興時とは異なり、計画内容的にも、住民参加を

含む計画決定手続的にも、震災前の都市計画を無

視することはできないであろう。平時の都市計画

において、計画決定はされているものの未整備の

骨格的基盤施設は多い。その実現にも、また復興

にあたっての新たな計画策定にも、既存の計画街

路等の施設に整備優先度を与え、それを行政と市

民が共有していることは重要である。
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3. 2 rまちづくり目標の事前共有化とまちづくり
主体の事前形成j

過去の災害復興においても、とくに都市復興で

は、災害以前に策定・公表されていた諸計画・構

想、や実施していた諸事業を基礎に、復興計画が策

定され、実施される事例は少なくない。

関東大震災における帝都復興計画においても、

後藤新平の大風目敷といわれた東京構想や、 1919

年の都市計画法の施行と市域拡張を念頭において

東京市で検討していた新東京計画の存在は、復興

計画と無縁ではない。戦災復興計画においても、

戦時中に構想されていた帝都改造計画が下敷きと

なっていることは明らかである O 福井地震では、

事業途上にあった戦災復興都市計画が基本的に震

災復興計画として施行された。酒田大火からの復

興においても、中心商屈街の再生に向けて事前に

検討されていた商業近代化計画が、商屈街復興計

画の基礎となっている。

阪神・淡路大震災でも、神戸市では都市再開発

方針(1985)や、神戸市インナーシティ総合整備

計画(1989)、さらに第三次神戸市基本計画 (1986)

における諸計画や事業が、復興計画に多大な影響

を与えていることは明らかである。さらに、神戸

市は、まちづくり条例に基づき、住民と協働した

「まちづくり協議会」方式の市街地整備を先進的

に進めてきた都市であるが、そのまちづくりの手

法と実践が、震災後の復興まちづくりに多大な影

響を与えている O いわゆる「従前からのまちづく

り地区では、復興まちづくりも進展している」と

いう評価である。

こうしたことは、次の点が「事前都市復興計画」

の重要な視点であることを示している。

①計画目標としての地域像の事前共有化:

事前の基本計画やまちづくりに盛り込まれた

「計画内容」は、基本的には事後の「復興計画j

の基礎となる。従って、従前の都市に関する諸計

画やまちづくりを通して、行政が市民と共有し、

あるいは協働して「計画づくりやまちづくりにど

のように取り組んで、いたか」 は、復興計画の行方

を左右する。住民参加のまちづくりの実効性と復

興計画事業の迅速性は、事前の計画とまちづくり

への取り組み状況に規定されると考えるべきであ

る。従って、事後の復興計画における計画目標を

も念頭において、事前の都市基本計画やまちづく

り事業が、検討され、公表され、実践されている

べきである。

②まちづくり主体の形成:

「防災まちづくり」は、事前に行う「復興まち

づくりJと位置づけ、地域の関係者と協働で取り

組んでおくべきである。災害危険性の高い市街地

では、とくに、防災まちづくりの最終目標として、

望ましい市街地保・地域像を検討し、地域住民と

共有し、協働してまちづくりに取り組んでおくこ

とである。木造密集地域などでの防災まちづくり

によって整備される地区施設は、将来における災

害時の安全を確保するものであり、そこでのまち

づくり主体の形成は、事後の復興まちづくりの母

体でもあり、復興まちづくりの迅速性と実効性を

保障するものとなる。

3. 3 復興計画・復興まちづくりに連続する被

災者の生活復興の体系化

復興都市計画の実施、復興まちづくりの実行が、

通常のまちづくりと異なるのは、その主体たる地

域社会と地域住民が「被災しているjということ

である。都市計画法の手続きのみならず、各種の

事業の実施において、今日では「住民参加」は不

可避の条件となっている。ところが、その住民が、

被災者としてその生活の基盤を失っているのであ

る。従って、被災者の生活の再建・復旧に向けて

の応急対応対策から、まちづくりとしての復興事

業までを、どのように関連づけて「連続化」でき

るかが、復興計画にとって大きな課題となろう。

すなわち、災害時の対応活動や被災者の避難や

応急生活は、災害直後の震動や火災などの直接被

害の地域的状況に規定されると同時に、私権の制

限を伴う計画復興を行うのか個別自力復興を原則

とするのかという復旧・復興の子法によっても大

きく左右される。逆に、震災後の被災者の生活、

とくに応急仮設住宅や自宅の応急修復による暫定

的な被災者の居住生活の場の確保や個々の経済力
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は、市街地復興計画のすすめ方に関連することが

明らかとなった。すなわち、被災者の生活や住ま

いに関わる応急対応対策のあり方は、住まいの再

建と都市の復興のあり方と密接な相E関連を持っ
ているのであり、各種の応急対応は、震災直後か

ら連続的に復旧・復興にいたる対策として、体系

的に整備されていなければならない。

日本建築学会兵庫県南部地震特別研究委員会

は、阪神・淡路大震災から 3年目の1998年1月に

第三次提言として74項目の提言を行った2)。その

うち、復興都市づくり・まちづくりに連続的につ

なげるための住まいの復興に関する主要な事項と

して、以下の提言がなされた(日本建築学会編

(1998)参照)。

①提言44I被災住宅暫定補修フ。ログラム」の構築

被災した住宅であってる、簡便な補修で暫定的

に居住できる住宅を確保することは、街に被災者

が住み続け、復興まちづくりに向かうことが可能

となり、復旧・復興に大きな効果をもたらすっ被

災度区分判定制度を活用し、かつ災害救助法にあ

る「住宅の応急修理」補助限度を拡大して、被災

住宅の可能な限りの暫定利用を実現する「被災住

宅暫定補修プログラム」として制度の創設を図る

べきである。このフ。ログラムの目的は、応急仮設

住宅の需要を抑制し、被災者が可能な限り被災地

にとどまって、文化的連続'性を保った地域での復

旧・復興の足掛かりを保障することにある。これ

は暫定補修でしかないので、いずれ恒久復旧する

のであるが、復興まちづくりの方針が定まり、生

活復旧の目処が立った段階で、提言46の多様な事

業用仮設等の制度を活用して、恒久住宅への再建

や本格修理を進めることになる。しかし、この暫

定補修を進めるには、補修資材の迅速な確保体制

の整備とともに、補修技術の開発と多数の技能者

を活用する仕組みが不可欠である。

②提言45I瓦蝶処理クレジット制度jの確立

阪神・淡路大震災では、瓦磯処理の公費負担が

実行された。この瓦蝶処理公費負担は被災者にと

って画期的な救済制度として評価できる。しかし、

公費負担による瓦離処理期聞が短く限定されてし

まうと、区分所有建物など再建への話し合いに時

聞を要する場合や、補修によって暫定的に居住す

る場合には適用されない事態が発生しかねない。

阪神・淡路大震災では、結果的には二年以上も公

費負担期限が延長された事例があるが、当初は瓦

磯処理を急いだため、簡便な補修で居住空間とし

ての暫定利用の可能な建物も取り壊してしまった

との指摘が多い。その結果、地域の文化的蓄積を

失うとともに、膨大な住宅需要をつくり出してし

まったといえる。そこで、「瓦磯処理クレジットJ

を発行し、応急修理で暫定利用していた被災建物

を数年後に処理する場合も公費処分を担保する、

柔軟な制度を構築していくべきである。これによ

って当面暫定的に地域で居住しながら復興まちづ

くりを進め、市街地復興の事業化に合わせて住ま

いの復興も対応していくことが可能となる O

③提言46I復興まちづくり推進応急仮設住宅制

度」の創設

被災地の復旧・復興にとって、被災者が、被災

地を遠く離れることは必ずしも適切な措置ではな

い。今日の社会において復興まちづくりを行うに

は、関係権利者でもある被災者がまちづくりの現

場である被災地に留まって、復興に立ち上がって

いく必要がある。計画復興を必要とする激甚な被

災地では、事業区域内や近傍で、復興土地区画整

理事業や市街地再開発事業に連動した「事業用仮

設庖舗・住宅」制度が活用されている。しかし、

個別復旧・復興を基本とする被災地(灰色・白地

地域)では、地域に密着した応急仮設住宅が必ず

しも保障されたわけではなく、屈舗工場や住宅の

自力復旧による個別仮設住宅への支援はない。共

同化等のまちづくりを促進するには、地域内にま

ちづくり用地を先行取得し、復興に向けての“多

様な仮設のまち"を構築してpく地元優先の[復

興まちづり推進応急仮設住宅制度」の創設が求め

られる。

年提言47I被災者住宅クレジット制度」の創設

被災者の住宅需要は、家族構成、就業状況、年

齢や健康状態によって異なり、所得や経済状況も

多様である。こうした多様な被災者に被災後の住

いを公平に供給し、公的な住宅建設のみならず、

自力で住宅を確保し、復旧・復興に立ち向かつて
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L 、く経済的住宅支援が望まれる。擢災都市借地借

家臨時措置法による賃貸住宅居住者保議よりも、

むしろ被災者が家賃補助や自力仮設などに、いつ

でも、どこでも、多様な住宅やすまいの支援を選

択的かつ多様に活用することができる「被災者住

宅クレジット制度」の創設が望まれる。この多様

な住宅支援の選択を可能とする経済的住宅支援制

度は、被災者にとって災害住宅費用の効率的で公

平な活用方策であるとともに、被災地の地域経済

の復興にも寄与しよう。

⑤提言48I避難所や応急仮設住宅などの環境水

準・性能確保のための制度」の整備

阪神・淡路大震災では、避難所や応急仮設住宅

での生活は極めて長期化した。応急仮設住宅につ

いては、特定非常災害被災者権利利益特別措置法

(1996)により 2年の限度を超えて長期居住が可

能となったが、そこでの人間らしい生活を維持で

きる施設環境整備が大きな課題となってきた。非

居住用の建築物を避難所として利用する場合を含

め、避難居住の場として応急仮設住宅を長期に利

用するには、それを公営住宅と位置づけるなど、

環境水準・居住性能の確保のための制度化が急が

れる。

⑥提言41I防災オープンスペース活用システム」

の構築

緊急対応活動を迅速かつ的確に展開するには、

広域避難場所のみならず、負傷者等の手当や救出

救護の資機材と活動の拠点として、道路啓聞や応

援車両・緊急物資・応急復旧資機材の集結活動の

場として、さらには応急仮設住宅のみならず復興

まちづくりに向けての多様な仮設施設の用地とし

ても、オープンスペースが不可欠である。こうし

たオープンスペースを確保するためには、公有地

のみならず民有地も活用する必要があり、災害時

の利用のための賃借協定、登録制度など「防災オ

ープンスペース活用システム」を構築する必要が

ある O また、オープンスペースを必要とする災害

対応・復旧から復興事業まで、主管する部局・機

関聞の調整の行政的仕組みも不可欠である O

3. 4 都市復興計画策定シナリオとマニュアル

の事前準備

第4の視点は、事後にどのような考え方で「都

市復興計画」を検討し、どのように決定し、実践

していくかというシナリオと手続きを明確にして

おくことである。すなわち、「何故その復興計画

なのか」に対して、説明可能なシナリオと計画基

準等の計画諸元、そして計画策定体制と子続きを

事前に準備し、公開し、市民と共有化しておくべ

きである。

従前の諸計画や事業が基本的には「復興計画」

の基礎となるとしても、それは「十分条件」にし

かすぎず、実際の復興計画は、どのような被害が、

どこに、どのように発生しているのか、という被

災状況が「必要条件」として検討されることになる。

被害状況が不確定な事前段階で「復興計画図」

を描いておくことは不可能である。復興計画とし

ての目標像や概念は、第一の視点で述べたように

「地区のまちづくり構想Jや[都市計画マスター

プラン」として、あるいは「再開発方針」や「住

宅マスタープランJI緑のマスタープラン」とし
て、その都市の将来像として描かれ、公開されて

L 、るべきものである。「事前都市復興計画Jとし

ては、それらの地域の将来像に向かつて、被害状

況に照らして、どのような理念にもとづいて復興

計画を立案するのかを事前に明らかにしておくこ

とが重要である。そのためには、以下の3点がポ

イントとなろう。

①復興計画に関する「シナリオ」と「マニュアル」

の事前公開:

計画的復興の対象となる可能性の高い地域は、

現状の市街地環境では危険地域であることが多

く、防災まちづくりの対象地域でもある。その事

前に取り組む防災まちづくりは「修復型まちづく

り」であることが多いが、「もし、震災によって

多大な被害を被った場合には、抜本的な都市改造

もありうるjことを、「復興計画シナリオ」と

「復興計画マニュアル」として、地域に十分に事

前公開しておくことが肝要である O

②被害情報の迅速な把握と地図情報 (G1 S)化
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の仕組み:

この事前に設定した枠組み(シナリオとマニュ

アル)で、迅速に復興計画を策定していくための

大きな課題として、どれだけ迅速に被害の全貌を

地図情報として把握できるかがある。今日の情報

化技術の進捗を考慮すると、パソコンによる電子

野帳での現地調査(中林1996c 、糸井川1996)な

ど、新しいシステムの開発と汎用化が求められて

いる。同時に、その非常時のオペレーションなど

人的体制の事前準備も重要である。

③都市復興計画をにらんだ都市計画情報の整備と

管理:

都市計画基礎調査を始め、都市に関わる関連情

報の電子情報化とその日常的な活用方策の検討が

重要である。日常的に使っていない情報を被災後

にいきなり使うことはできないし、多様な計画情

報の一元的管理が、日常的にも、都市計画のアカ

ウンタビリティにつながるものである。

4.防災基本計画における「事前復興計画j

の考え方

伊勢湾台風災害を教訓に、 1961年災害対策基本

法が制定され、国家政府は「防災基本計画」を、

地方自治体は各々「地域防災計画jの策定が義務

づけられた。これらの防災計画では、予防対策・

災害対応対策・復旧復興対策を事前に策定し、そ

の行政体制を講じておくことが求められることに

なった。しかし、予防対策は「被害を削減するた

めの都市改良など防災まちづくり」よりも「災害

発生後に被災への対応活動をするための準備

(Preparedness)J ，二力点がおかれた。計画の大部

分は「災害への対応活動対策と応急復旧対策jに

占められ、「都市復興対策jは項目としては載っ

ていても具体的には何も書かれていないのが一般

的であった。その後の多くの指摘にもかかわらず

基本的には見直されてこなかった災害対策基本法

であったが、阪神・淡路大震災は、大きな転機と

なった。

阪神・淡路大震災後の緊急見直しの過程で、防

災基本計画に事前復興への取り組みが位置づけら

れた(中林1996b)。そこでは、「地震が発生した

場合に迅速かつ円滑な災害対応対策、災害復旧・

復興を実施するための備えを十分に行うものとす

る」という趣旨を踏まえ、「国土庁は、…(中略)

…東海地震等あらかじめ大規模災害が予想され

ている場合について、事前復興計画の作成、復興

シミュレーションの実施について研究を行う」と

し、東海地震(静岡県下)及び南関東直下の地震

(首都圏)を念頭に、事前復興計画の検討が始め

られた。さらに、事前復興計画の目的として、次

の5点が掲げられた。①予め想定された被害に対

応した「復興対策の手順・方法」をまとめておく

(可能であれば、地域や復興事業量など数量的に

予測しておくことを含む)、②被災後の被害状況

に応じて作成される「復興計画の下敷きとなる計

画」を準備しておく、③事前復興計画作成過程に

おける住民参加と作成結果(である事前復興計画)

を住民へ周知しておく、④事前復興計画策定過程

は実際の復興計画策定シミュレーションでもあ

り、事前に準備・対応しておくべき事柄を抽出・

整理することによって、日常の防災対策の推進に

寄与する、⑤事前復興計画策定過程は、行政職員

の訓練の場でもあり、ノウハウの蓄積や人材の育

成に役立たせる、である O いずれも、「迅速かっ

的確な復興対策の推進に資するjためであるとし

ている。

また、この事前計画は、「県・市町村防災会議」

での承認事項とし、事前復興計画の内容は当該地

域の「地域防災計画」に反映されることを原則と

している(池田1998)。

この事前復興計画の内容構成は、ハード面とし

て①被災市街地・集落の復興、②基盤施設の復興、

ソフト面からの③被災者の生活再建支援(ガレ

キ・応急住宅・恒久住宅・雇用・経済支援・弱者

支援・情報提供等)、④地域経済の復興支援、及

び⑤復興財源の確保・復興基金の創設としている

(国土庁1998)。

すなわち、国土庁が検討し、防災基本計画に位

置づけられた「事前復興計画」は、先行して進め

られた東京都の復興対策とオーバーラップするも

のの、市街地や基盤施設などの『都市復興』と、
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被災者の生活の復旧復興に関わる『生活復興Jを

合わせた「復興計画」となっている O

5 .東京の事前震災復興計画の体系と課題

5. 1 東京の震災復興対策の検討の背景と構造

阪神・淡路大震災以降、東京都では地域防災計

画の見直しの一環として、復興問題への網羅的な

事前検討を進めてきた(中林1996b)。しかし東

京都も、阪神・淡路大震災以前は、都市復興対策

への施策展開はなかった。東京都の震災対策の特

徴は、地域防災計画の充実による災害対応対策の

整備とともに、「防災生活圏構想」に代表される

ように、延焼遮断帯整備による木造密集市街地で

ある23区の分節化と、分節化された地区を防災生

活圏としてハード・ソフト両面からの防災まちづ

くりの促進にあった(中林1996a 、1998)。

阪神・淡路大震災は、東京にとっては、その 1

年前のノースリッジ地震などとは比較にならない

衝撃であった。地域防災計画の大幅な拡充ととも

に、防災都市づくり・まちづくりの一層の推進と

--1 1998.3 
第4回地域危険度

j?防災まちづくりの促進?: 

復興対策を新たに検討することとなった。こうし

て、事前復興対策として「都市復興マニュアル」

および「生活復興マニュアル」が策定され、公表

された。それに先だって、広大な木造密集市街地

での地震被害を減らす防災都市づくりを一層促進

するために「防災都市づくり推進計画jが策定さ

れ、 24の重点整備地域を指定し、 11の重点地区で

の防災まちづくりを促進している。東京都におけ

る事前対策としての都市づくりと復興対策として

の都市づくりとの相E関係は、図 1のように整理

できょう。

1971年の東京都震災予防条例によって、科学的

なリスクアセスメントとしての地域危険度と被害

想定の実施体制が確立した。前者は防災都市づく

りを推進するための地区選定の必要条件のあぶり

出しを目的として実施され、第1回目の調査結果

を基礎に、防災生活圏構想(1981)が策定されて

いた。阪神・淡路大震災当時、東京都は、関東大

震災を前提とした被害想定調査(第 2回:1991) 

と地域危険度(第 3回:1993)を公表していた。

阪神大震災の教訓を生かして、次期の地域危険度

及び被害想定の調査結果を待つことなく、地域防

1991 
(関東大震災)被害想定 1992 

地減防災計画(第7次)

目
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(直下の地震)被害想定

1998.3 
地域防災計画(第9次)

図1 東京都における防災都市づくりと復興都市づくりの関係
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災計画の見直しが進められ、強化すべき震災対策

への教訓として、以下の 7点が挙げられた。 1)

初動体制・情報収集伝達体制の強化、 2)都民・

事業所の基本的責務の明確化(行政の限界の明

示)、 3)行政相互・防災関連機関栢Eの支援体

制・ボランティア受け入れ態勢の強化、 4)交通

輸送機能の強化、 5)救出救助・医療救護体制の

強化、 6)木造密集地域の防災性能の向上、 7)都

民生活の復興体制の強化、である。

教訓の6)に対して、木造密集市街地の広がり

の現状と第3団地域危険度から、これまで区部に

限定してきた防災生活圏構想の範囲を多摩の8市

にまで広げ、延焼遮断帯の優先整備路線の設定と

重点的に整備すべき地域の設定を内容とする「防

災都市づくり推進計画」が1997年3月に公表され

た。そこには、優先すべき延焼遮断帯として「骨

格防災軸」を設定し、未整備路線約190kmの整

備促進を明確にし、同時に816圏域59，400hal二及

ぶ防災生活圏 (23区と 7市)に対して、木造住宅

密集地域 (399圏域28，300ha)のうちとくに危険

性が高い地域91圏域6，000haを「重点整備地域j

として指定した。その中から、地元の区における

取り組み状況や地域でのまちづくりの現状等を勘

案して、モデル的に防災まちづくりを推進する

「重点地区」として、 11地区1，880haが指定された。

加えて、住宅局を中心に、従来からの密集市街地

の住環境整備事業等の促進を図るため、「木造住

宅密集地域整備プログラム」も策定され、公表さ

れた(中林1998)。

教訓の7)に対しては、図 1のように、この防

災都市づくり推進計画を受けつつ、既に公表され

ていた i(関東大震災を想定地震とする)被害想

定 (1991)Jをベースとして、復興体制について

の検討を始めた。この被害想定によると、東京の

震災被害は圧倒的に火災による建物焼失被害であ

り、建物の大破・中破が115，500棟に対し、火災

による被害は63万3千棟、市街地面積で22，875ha

(阪神・淡路大震災の火災の約400倍)が想定され

ていた3)。この焼失地域の面積は、防災都市づく

り推進計画の木造密集地域のほぼ80%に相当する

ものであった。阪神・淡路大震災の被災地で進行

している都市復興あるいは被災者の生活や住まい

における問題は、東京にとっても“切迫した明日"

の問題であった。

都市復興に関する検討を進める一方で、行政上

の復興体制のあり方とともに、被災者の生活復興

をどう支援し、都民の自力復興の促進を中心とす

る都民の復興への取り組み体制をどう確立してい

くべきかを検討した。その結果、東京都は『震災

からの東京復興の両輪Jとして、「生活復興マニ

ュアルjと「都市復興マニュアル」を策定した

(浜田1998)。

5. 2 東京都の事前復興戦略

東京都の事前復興戦略は、①復興体制づくりの

手順の検討と事前設置、②被災者の白力復興を支

援する生活復興対策の事前整備、③被災市街地の

都市復興を現在の防災都市づくり計画等との関連

で検討する仕組みの事前準備、の3点に集約でき

る。これを模式的に示すと、図 2のようになる O

復興本部の設立手順とともに、検討会議と検討委

員会を事前に設置しておくというのが第一の戦略

①といえる。そして、都民との協働と連携で、事

前のまちづくりも事後の復興まちづくりも進めて

いくには、こうした復興の考え方を事前に公開し、

都民と共有していくことが重要であると考え、戦

略の①と②を「生活復興マニュアルJとしてとり

まとめ、戦略の③を「都市復興マニュアル」にと

りまとめ、いずれも都民に対して公開している。

この二つのマニュアルの基本的な考え方は、次

のように説明されている。

①「生活復興マニュアル」の考え方

都市復興、とくに住民参加を定式とする今日の

都市計画の方式の下での都市復興の基礎は、速や

かな被災者個々の生活復興である。しかも、自力

復興を基本的方向とすれば、被災直後に被災者に

対して「どのような支援策が、どのような条件で

受けられるのかJを速やかに開示し、被災者が自

立的に選択できるようにする事が重要である。

東京都では、このような考え方を取り入れ、政

策報道室が中心となって、現状において各部局が

震災後の都民生活の復興のために実施すべき事項
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災害復興本部の設立
.東京都震災復興検討会議
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総合的な復興プロセスと都市復興の領域

ある。しかし、現在の「東京都生活復興マニュア

ル(1998.3)Jは、先の建築学会において提言し
た新しい仕組みを必ずしも組み込んだものではな

く、現状における施策の集大成である。同時に、

都市復興につなげる被災者の生活支援の視点か

ら、現状の制度・施策で実施可能な支援策を迅速

に実施するための「行政運用指針jとしてとりま

とめられたものである。従って、被災者である都

民が、その被災状況と家族の状況等に応じて、

「どのような支援策を選択して、すまい・くら

し・しごとの復興を図っていくか」という個人の

復興計画を構築していくためのマニュアルにはな

っていなp4)。

②「都市復興マニュアル」の考え方

古来、災害は都市空間を大きく造り替える契機

になってきた。中世までの強大な権力と財力を都

市の支配者が独占してきたような時代には、支配

者の「大権」が、どのような都市復興を目指すか

の意志決定を可能としたであろうが、住民参加に

よる意志決定と都市づくり・まちづくりの実践

図2

や事前に準備しておくべき事項を体系的に整理す

るとともに、復興に向けての組織体制づくりなど、

生活復興と都市復興に共通する事項や前提を整理

した。これが、「生活復興マニュアル (1998.3) J 
で、震災発生後に都民生活の再建と安定を速やか

に図るための行政の行動指針である。主な内容構

成は、 1)復興体制の構築、 2)住宅の復興、 3)

くらしの復興、 4)雇用の確保・産業の復興で、

主な項目と相互関連を目次構成からまとめたの

が、図3である。

生活復興マニュアルとは、本来は、「復興まち

づくりにつなげる、被災者の速やかな生活復旧の

実現」を目的に、現行の諸対策を事前に体系的に

整理しておき、都民に「被災者支援メニュー」と

して事前公開しておくとともに、災害発生後は、

被災者が迅速な自立復旧・復興を実現できるよう

に迅速に印刷し、被災者に配布し、多様なメニュ

ーから自己の状況に最適な支援策を選択して、災

害を乗り越え、自力的に復旧・復興に向かってい

けるような「生活復興情報Jであることが必要でー
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生活復興の基本的な考え方(I章)
.基本的視点
①被災者の自立・共助と公的な援助
②政策の優先順位
③都民との協働・連携及び広域的な対応、
④公平性の確保
⑤東京の特殊性(首都・国際都市)
⑥事前準備と包括的施策パッケージの提示
.基本的考え方

住宅の復興 (3章)

復興体制の構築 (2章)
・東京都震災復興本部の設置
(震災復興検討会議・復興政策会議等)

ト--r-I ・被害状況及び復旧・復興状況の把握
-復興計画の策定
・財政方針の策定・財源の確保・復興基金の創設
.人的資源の確保
・がれき等の処理
・広報・棺談体制(復興関連情報の提供・総合相談所)

・住宅復興計画の策定・・・-①住宅の被害状況の把渥
②住宅復輿計画の策定(匂a.応急的住宅の供給量 b 

.応急的な住宅の整備....①被災住宅の応急修理 ②一時提供住宅の供給③応急仮設住宅の供給
ト--1 .自力再建への支援......①住宅取得等への支援②マンシヨン等の再建への支緩

③民間住宅の供給促進④情報提供及び相談の実施
・公的住宅の供給・・・・・・・・①公的住宅棟の供給 ②特定優良賃貸住宅の供給促進

③公社・公団住宅の供給促進
・安全で快適な福祉のまちづくりの推進・・・・①安全で快適な住宅・住環境の整備

②福祉のまちづくりの推進 ③がれき等の処分・発生の抑制

くらしの復興 (4章)
・福祉・・・・・・・・・・・・・①地域福祉需要の把握 ②社会福祉施設の再建

③福祉サービス体制の整備④生活支援対策
-保健・・・・・・・・・・・・・①保健対策 ②生活環境の整備

トー4 ・学校教育・・・・・・・・・①学校教育施設の再建 ②授業の再開
③被災児童・生徒への支援 ④入学者選抜への対応

・文化・社会教育・・・・①文化・社会教育施設等の再開 ②文化財等
-外国人への支援
・ボランティア等の市民活動との連携
.消費生活・・・・・・・・-①相談等の実施

雇用の確保・産業の復興 (5章)
・雇用対策・・・・・・・・①雇用状況の把渥 ②雇用の維持 ③離職者の生活支援 ④離職者の再就織促進

⑤新たな支援制度の検討・創設 @国への要望事項のとりまとめ
・事業再開の支援・・①被害状況等の把握 ②一時的な事業スペースの確保支援 ③取引等の斡旋
』ー→ ④個別施設・共同施設等の再建のための金融支援⑤物流の安定

⑥新たな支援制度の検討・創設 ⑦国への要望事項のとりまとめ
・産業振興支援・・・・①産業振興計画等の策定への支援 ②新分野進出・事業転換等への支援

③規制緩和による産業活動の活性化
・被災農林水産業者に対する支援・・・・①生産力の回復 ②物流の安定 ③国への要望事項のとりまとめ
.相談・指導体制の整備

図3r東京都生活復興マニュアル」の構成
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が、主流となりつつある現代では、災害からの都

市復興においても、同様の仕組みが求められるこ

とは否定できまい。

東京都は、阪神・淡路大震災での都市復興の実

状を踏まえた上で、都市計画局を中心に策定し公

開しているのが「都市復興マニュアルJである o

これは、都市復興の計画策定から事業の実施への

仕組みの共通理解とそのための事前準備を目的と

して、市街地復興計画の考え方、計画の策定・決

定の手順、そのための作業事項と実行体制、都・

区市町村聞の役割分担など、を体系化したもので

ある。従って、これも、東京都及び区市町が都市

復興を迅速かつ円滑に推進するための、行動手順

と計画立案の指針(理念と基準)をとりまとめた

もので、「行政運用のためのマニュアル」である。

それによると、東京都は、都市復興にあたって、
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都市復興マニュアルの目的と性格(第 l章 都市復興マニュアルの策定について(序章)
-マニュアルの目的 ト→ ・都市復興への取り組み
・マニュアルの対象となる復興計画の性格 I I .本マニュアルの構成3都…に限定した復興計画 ぃ ーアルの使い方
広域と地域の 2つのスケールの復興計画 l
段階的・計画的な復興計画
・都市復興マニュアルの対象
・防災関連諸計画との関係3東京都地域開画
東京都震災予防計画
防災都市づくり推進計画
.国との密接な連携

i 
復興の全体的なプロセス(第2章)
-都市復興へのスケジュール:第1期から第6期の時期区分
・都市復興のプロセス:①総合的な復興のプロセス、②都市づくり部門の復興プロセス

③都市復興の手順(都のプロセス・区市町のプロセス)、

i 
行動指針(第3章)
・行動指針の目的・構成:
所管・時間・行動・行動内容・留意事項

①復興初動体制の確立
1)災害対策本部の設置
2)家屋被害概況調査(第1次)の実施
3)公共施設等の被害の把握
4)仮設市街地計画の立案・建設・運営
5)震災復興本部の設置
6)復興都市計画連絡会議の設置

i ②都市復興基本方針等の策定
7)都市復興基本方針等の策定及び周知
8)建築制限の実施
9)家屋被害状況調査(第2次)の実施
10)建築物の応急危険度判定調査の実施
11)住宅被害個数調査
12)被災者の状況調査・被災者センサス調査
13)復興対象地区の設定
14)復興整備条例制定・施行
15・1)被災市街地復興特別措置法による
被災市街地復興推進地域の都市計画決定

15-2)被災市街地復興特別措置法による
建築制限の実施

③復興都市計画等の策定
16)都市復興基本計画(骨子案)の作成・公表
17)先行整備都市施設の決定
(都市計画法55区域の指定)

18)未決定都市施設の都市計画決定
19) r重点復興地区Jでのまちづくりの推進
20) r復興促進地区」でのまちづくりの推進
21) r復興誘導地区Jでのまちづくりの推進
22)街づくり情報の提供
23)都市復興基本計画の策定
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Ir-一----1.
今後の検討すべき課題
・被害状況把握
・仮設市街地づくり
・復興組織・体制づくり
・復興推進のための制度の整備
・建築制限・復興地区区分方式の充実
.復興計画づくりの迅速化
-住民の合意形成の促進
・復興事業の推進
・国への支援要請と事前協議

図4r都市復興マニュアルjの構成

1)被災を繰り返さない都市づくり、 2)持続的発

展が可能な都市づくり、 3)共同と連携による都

市づくり、に留意し、『人々がくらしやすく、住

み続けることができる、活力に満ちた東京jをつ

くることを目指して、都市復興に取り組むとして

pる。その目次構成は、図4である。

③「生活復興の水準」と「都市復興の水準J

上記の「生活復興Jと「都市復興」における
「復興Jの理念とその目指すべき目標水準の考え
方には、以下のような違いがある。

第一に、「生活復興マニュアル」においては、

産業経済の復興に関しては将来を見据えた目標設

定の重要性を位置づけているものの、被災者個々

の生活の復興は「迅速性」を最重要課題として、
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「くらし・すまい・しごとの迅速な復旧を実現す

るJために、当初の生活復興目標は『従前の水準
への回復』としている。すなわち、被災者の生活

は「迅速な復|日jを目標としているのである。

他方、「都市復興マニュアル」では、壊滅的な

被害を受けた地域の都市機能の回復や防災性の向

上を図るだけではなく、(地域の状況によっては)

被害が軽微に止まった地域も含め、被災市街地全

体の防災性の向上と利便性・快適性の確保を目指

し、都市基盤の量的・質的な向上、良好な市街地

環境の形成を図ることを念頭に、「被災を繰り返

さない都市づくり」を進めるとしている。すなわ

ち、都市復興における「整備目標水準」は、従前

の市街地状況が良好な水準になかった地域では、

被災前の市街地水準に回復するのではない、との

理念を掲げている。すなわち、都市復興では、将

来世代も含めた人々が安全で快適なくらしや都市

活動を営むことができる、質の高い都市水準を目

指して、「持続的発展が可能な都市づくり」を進

めるとし、「従前水準を上回る水準への整備」が

「都市復興の水準」という考え方を示している。

このように、東京都の震災復興戦略の基本的理

念には、二つの「復興の理念jがある。生活復興

では基本的に「迅速な従前生活への回復J(~、わ

ゆる「復旧jの概念)を設定しているのに対し、

都市復興では基本的に「将来を見据えた質の高い

市街地への復興jを目指すとしている。

④東京都震災復興検討会議・都市復興基本計画検

討委員会の事前設置

行政上の復興本部の立ち上げは、災害発生後の

被害状況からの判断であるが、計画的な災害復興

を必要とする事態が生じたとき、諸対策・計画を

迅速に検討・策定し、実践していくために、震災

復興の理念や計画、体制など骨格的な事項を事前

に恒常的に研究・検討協議を進めておき、有事に

は計画検討の機関として円滑な移行をはかる。こ

うした目的で、東京都の総合的な復興計画のあり

方を審議する機関として、「東京都震災復興検討

会議Jを、そのうちとくに都市復興に関連しては

「都市復興基本計画検討委員会」を事前設置する

こととした。前者の会議は、平時は東京都震災復

興検討委員会の委員長(副知事)の、震災時には、

復興本部長(知事)の私的諮問機関であり、外部

委員が座長として運営することになっている。後

者は、従前・従後とも都市計画局長の諮問機関と

L 、ぅ性格付けであり、外部委員が委員長を務める

ことになっている O

これらの組織を平時に運用しつつ、震災復興マ

ニュアルの改訂や、事前復興計画の拡充を図って

いこうという戦略は、国土庁が構築してきた「事

前復興計画jの考え方とは異なる。すなわち、国

土庁のそれは、災害対策基本法に基づいて地域防

災計画を策定し、道府県・市区町村防災会議の承

認によって計画決定するという仕組みを、事前復

興計画にも適用しているのに対して、東京都は、

「防災会議一地域防災計画一災害対策本部」の系

列に対して、「震災復興会議一(都市・生活)復

興マニュアルー復興本部」という系列を設定した

のである。

5. 3 r都市復興マニュアル」における復興地
区区分と復興プロセス

市街地の復興都市計画と復興まちづくりの推進

を目指す都市復興マニュアルは、震災後の非常事

態の中で、人的・時間的制約の下での様々な調査

を実施して状況把握し、被災地域を都市復興に向

けて地区区分し、復興事業を実践していくための

手順や考え方を示している。

都市復興に向けての時間的なプロセスとして

は、第1期から第6期に区分した。すなわち、計

画策定・事業実施の手順としては、想定被害は圧

倒的に大規模ではある3)が、阪神・淡路大震災で

の都市復興の時期区分を示した表 1に対照させ

て、1)復興初動期(1週間:緊急対応期)、 2)

都市復興基本方針策定期(1カ月:避難対応期)、

3)復興都市計画策定期 (2カ月:応急復旧期、 3

カ月:復興準備期、 6カ月:復興始動期)、 4)復

興事業計画策定期(1年:本格復興前期)、 5)復

興事業推進期(1年以降:本格復興後期)に区分

している。

a:復興地区区分

都市復興を都市計画的に捉えるならば、被災地
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:防災都市づくり推進計画「
ト復興対策基本図 l

j基盤整備状況 -.J 

:生活都市東京構想一一一一「

:都市再開発マスタープラン4
. ト復興対策基本図 2
i住宅マスタープランー一一→

:都市施設の要整備状況ー」

:地区別被害状況一一一一一復興対策基本図 3

「重点復興地区 ! 
ト復興促進地区 ! 

復興地区区分図→
ト復興誘導地区 i 

」一般地区 i 

図5 r東京都都市復興マニュアル」の復興対象地区の設定プロセス

域のどこを、どのような都市計画的手法によって

復興していくのかという「地区区分」は重要な作

業項目である。東京都の復興マニュアルでは、復

興対象地域の基本的な復興地区区分の考え方を、

図5のように設定した。

すなわち、復興地区区分としては、重点復興地

区、復興促進地区、復興誘導地区の 3地区を設定

した O 重点復興地区は、「面的な市街地整備子法

による改造型復興を行うべき区域Jを意味し、復

興促進地区は、「一部に小規模な面的整備を含み

つつも、基本的には共同化などの小規模な計画復

興事業を基本に計画復興を進める区域」と考え、

復興誘導地区とは、「一部に共同化などの復興事

業を誘導するものの、基本的には個別復興を基調

とする地区」と設定した。したがって、一般地区

は、基本的には都市復興事業の対象外の地区を意

味する。そして、こうした地区区分を行うために、
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都心部等の不燃空間 P三/!:二五二!
図6 復興対策基本図1の地区区分

3種類の復興対策基本図を作成し、オーバーレイ

手法によって地区区分していくのである。基本

図のうち、 1と2は事前に準備しておくのである C

復興対策基本図 1とは、基本的に、当該市街地

の従前の道路・公固などの基盤整備水準と市街地

の防災性能向上の必要性を示す図面である。すな

わち、被災市街地の都市復興を土地区画整理事業

手法などの「面的整備手法」によって行うべきか、

否か、を判断するための重要な情報を意味してい

る。具体的には、図6に示したように、阪神・淡

路大震災後に防災まちづくりを推進するために

「地震に関する地域危険度」や「木造密集状況J

「市街地の不燃領域率」などの指標を基に策定し

てきた『防災都市づくり推進計画Jにおける地域
区分と、道路や公固などの基盤施設整備状況を土

地区画整理事業等の整備履歴から区分し、重ね合

わせ(オーバーレイ)して、 4種類の地域区分を

行うものである。これは、まちづくりや市街地整

備の進展にあわせて、常に保持しておくべき地域

情報(事前情報)である。情報を地図上で管理し、

地図としてあらゆるスケールで取り出せること

は、復興都市計画を検討する上で、重要である。

そのためには、 GIS情報として、いつでもどのよ

うなスケールでも使えるようにシステムとして準

備しておくことが必要である。

復興対策基本図 2とは、(災害発生時の)現行

諸計画、東京の都市構想、における当該市街地の位

置づけを示す情報である。東京都の立場では、図

5のように「生活都市東京構想Jr都市再開発マ
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スタープランJr住宅マスタープランJr幹線道路
や都市公固などの根幹的都市施設の要整備状況」

を重ね合わせ、被災市街地の復興方針を検討する

にあたって、どのような付加価値を復興都市計画

の内容に加昧することが可能か、(あるいはどの

ような基本的方向で計画を検討すべきか)を検討

するための情報である。その地区は、「拠点業務

型の都市再開発Jで展開すべきか、「住宅整備型

の都市再開発」で復興を検討すべきか、都市計画

道路を整備すべきか否か、あるいは持続可能な都

市づくりとしてどのような地域経済復興を目標と

した復興都市計画を考えるべきかなど、の情報を

与えるものである。従って、区市町であれば、

「基本構想Jr都市計画のマスタープランJr緑の
マスタープランJr住宅マスタープラン」等の都
市整備に関わる諸計画から検討されるべきもので

ある。従って、この対策基本図 2も、常時(事前

に)GIS情報化し、地図情報として管理しておく

ことが重要である。

復興対策基本図 3は、上記の基本図 1、2と異

なり、事前に策定しておくことはできない。すな

わち、どこにどのように被害が発生したのかを示

す、実際の被害状況図である。しかし、事前準備

としては、被害把握を迅速かつ正確に行うための

調査手法と体制等を検討しておくこと、その情報

の判断基準を設定しておくことは必要であろう。

将来的には、被害調査がGIS情報として集約でき

るような調査手法を開発していくことが求められ

る(糸井川1996、中林・碓井1996c)。

東京都のマニュアルは、基本的な復興地区区分

は、図 7(1)に示したように、 23区7市の防災都

市づくり推進計画の対象地域(防災生活圏設定区

域)では、対策基本図 1の3区分と対策基本図3

の被害程度によって、先の4地区区分を行う。そ

の際、重点復興地区と復興促進地区の区分にあた

って、対策基本図2における当該地区の計画上の

(l) r防災都市づくり推進計画j対象地域(防災生活圏設定区域)

復興対策基本図3
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②:上記以外の「中被害でBJ地区

図7 地区区分の概念と区分判定の基準
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位置づけを考慮、すべきであるという考え方である

(図7の(1)の注①、②参照)。また、防災生活

圏が設定されていないその他の地域では、対策基

本図 1では、基盤整備状況のみであり、図 7(2) 

のような地区区分の基準を設定した。

このように、 4種類の復興地区区分の基本的な

考え方を設定してきたのであるが、全体の復興事

業の規模などによってもまた、地区区分の基準は

変動されよう。つまり、財政規模その他の制約条

件の中で、どのような事業規模の枠内で複興都市

計画を進めるかは、柔軟な対応が求められること

になろう。とくに、対策基本図の3に関して、東

京の被害想定のように火災による焼失地が発生す

ると、基本的には、焼失地を中心に地区区分を考

えることになるものと予想される O つまり、焼失

地は大被害となるが、非焼失地は小被害で、中被害

が出現しないといった事態も想定されるのである O

L 、ずれにせよ、防災都市づくり推進計画におけ

る地域区分と上記の復興対象地区区分とが、どの

ような対応関係になるのかは予断できないが、危

険な地区を中心に図8のように、阪神・淡路大震

災後の神戸に比べて、圧倒的な広がりで復興対象

地区が展開される可能性もありえると想定してお

くべきであろう。

cz:復興プロセス

先の図4に示した「行動指針(第3章)Jとは、

被災後の混乱した状況の中で、東京都の立場で、

都市復興への迅速で的確な対応を図るための作業

<防災都市づくり推進計画>

一般市街地(防災生活圏)816生活圏
59，400ha 
-ーー一一--，

木造住宅密集地域 399生活圏
28，300ha 

重点整備地域 別生活圏
6，OOOha 

重点地区 11地区
1，880ha 

子順を23の主要項目に整理したものである。各項

目は、誰(所管)が、いつまで(時間)に、何

(行動)を、どのよう(行動内容)に、どんな点

(留意事項)に留意して、行うのかを整理してい

る。この23の項目を時系列的に関連づけて、復興

計画の策定プロセスとして整理したのが図9であ

る。この中で、とくに復興都市計画の策定にあた

って重要な項目を、「都市復興マニュアル」では

「計画指針(第4章)Jとして解説している。

このプロセスは、先述のように、阪神・淡路大

震災での復興のプロセス(表 1)を参照し、阪

神・淡路大震災よりも圧倒的に被害規模が大きい

と想定されている東京の都市復興を、阪神・淡路

大震災の復興の時間経過以内に納めることを目指

して設定したものである O すなわち、 1週間以内

に、災害対策本部の下で、被害状況の把握と同時

並行的に、被災者の生活復興の初期段階となる緊

急対応策の実施等を行い、従前に設立していた震

災復興検討会議、都市復興基本計画検討委員会の

意見を聴集して、震災復興本部の設立を行う。 2

週間以内に、都市復興の基本方針及び建築制限区

域の設定を行う。 1カ月以内に、(事前に成文化

しておいた)都市復興条例を制定し、復興地区区

分を進める 2カ月以内に、都市復興基本計画

(骨子案:計画のガイドラインであり、方針とな

るもの)を策定する。復興都市計画を法定決定す

る事が可能であれば、この段階で手続きにはいる

としながらも、十分な住民参加による復興まちづ

>一画一計一本一基一興一復一市一都一
世

<
一
働市般

一

<神戸>

復興誘導地区

復興促進地区

1--8"条建築制限区域.

I (~: 重点復興地区 | 
(焼j失区域:9，訂5ha) I 

(促進区域)
5，887ha 
(重点地域)
1，225ha 
(84条区域)
233ha 

(区画整理
と再開発
事業区域)
147ha 

(焼失区域面積は「区部直下地震の被害想定j結果)

図8 復興都市づくりと復興都市づくりにおける地区区分の比較
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|地域防災計画 1 1都市復興基本計画検討委員会 11防災都市づくり推進計画
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4 緊急対応対策の実-施避難;所救開援設物と資運の営配給・応・急緊仮急設輸住送宅手の段供の給確準保備I

震災復興本部(都・区市町)の開設
』・・・・・・・・・・・

トヤ復興都市計画連絡会議の設置|

17
都市復興基本方針(都区市町)の策定及び公表周知

被害状況調査 19建築基準法時建築制限区域|

1

10 復興整備条例(区重市点町復)の制定 施復行
興輿地区・ 促進地区・復興誘導地区の指定
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13 復興都市計画原案等の作成

13-1 (都広基地域幹区復都復興市興都施(法市設定計(法事画定業原)事案業の)作成 13・2(区市町地復)興区地復ま域興ち復づ(興法く都定り市事(計任業画)意原事案業の)作成

14復興都市計画素案等の公表・周知・説明;住民説明会・広報・報道・現地相談所

1
15まちづくり協議会の活動呼びかけ・組織化;計画素案の検討

16 広域復興都市計画案の確定 17地域復興都市計画案の確定

18 復興都市告計画の決都定手続
-公縦覧・ 市計画審議会 12~ 任意のまちづくり事業 計画の決定

く6カ月〉|岬犠管理ト 20 事業権意計画等案の作協成議
21 メ地ロh 者 との 12221 地合権意者の形等成との協議 1 
22 の形成

く1年〉 123事業計画の決定 24復興事業の実施・推進

図9r東京都都市復興マニュアルjで設定した都市復興へのプロセス
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課題を含んでいる。その中でも今後の主要な研究

課題として、以下の7点を指摘しておきたL、。

①被害状況の把握

図10に整理したように、災害の後にはそれぞれ

の行政需要にあわせて、多様な目的で被害調査が

行われる。被害調査は、一般行政のみでなく、警

察や消防もそれぞれ独自に被害調査を進める。さ

らに、損害保険会社や個々の建設会社が顧客に対

する個別の被害調査を行うであろう。こうした多

様な被害調査を体系的に整理して無駄をなくすと

ともに、迅速な被害の把握の方法を確立しなけれ

ばならなp。さらに、図7に示した都市復興の地

区区分を行うためには、町丁目単位ではなく、街

区単位での被災程度の把握が必要である。同時に、

迅速な生活復興のためにも、住まいの応急修理の

可能性などの判断を伴う被害度調査と連動した

「都市復興に向けての被害把握手法」の確立が求

第68号総合都市研究

くり・復興都市づくりとして展開することが最終

的には早道になるのではないかとの仮説に立っ

て、 6カ月以内には、法定決定に至ることを想定

している。この場合には、特別措置法による建築

制限を活用することになると想定した。 6カ月以

降には、復興まちづくり事業を実施していこうと

いうプロセスを設定している。

果たして、このように実際の復興計画が展開で

きるものか、シミュレーション(模擬訓練)を操

り返して、マニュアルの実効性を検証し、改善し

ていくことは、マニュアルにとって不可欠である。

東京都都市復興マニュアルにとりまとめた「都

市復興へのフ。ロセス」を整理したのが、図11であ

る。その重要な部分は、同時に、多くの未解決の

今後の課題6. 
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必ずしも一致しない運用の考え方である O また、

阪神・淡路大震災以降、被災市街地復興特別措置

法が制定され、都市計画決定の手続が必要ではあ

るが、最長2年間の建築制限が出来るようになっ

た。これらの建築制限制度の運用の理念や指定の

基準等に関しては、多くの課題が残されている。

③仮設市街地づくり

これは、阪神・淡路大震災での応急仮設住宅の

大量供給問題を東京に当てはめたときに、一層困

難な状況が予想されるところからの発想である。

災害救助法による応急仮設住宅に焦点を当てた住

まいの復旧は、大きな制約があると考えて、むし

ろ積極的に被災者の自力仮設住宅の建設や応急修

理などのよる暫定利用、あるいは都市計画復興事

業に関連した事業用の仮設作業所・屈舗や仮設住

函11

められる。そこには、 GIS手法の汎用技術の開発

は、不可避の課題となっている。

②建築制限区域の運用理念と設定基準

従来の制度では、計画的な市街地復興を行うた

めに、個別の建築復興を暫定的に制限する目的で、

建築基準法第84条が使われてきた。酒田大火では

3日日に、阪神・淡路大震災では 2週間目に、 84

条区域が指定されている。しかも、これらを含め

て、過去の事例では、この84条区域がそのまま復

興土地区画整理事業区域になり、あるいは復興市

街地再開発事業区域になる。このことは、[計画

的復興すべき区域を、 84条の指定によって既定さ

せてきたJと言うことに他ならない。しかし、も

う少し柔軟な運用が出来ないものかという提案を

している。すなわち、 84条区域と重点復興区域は、
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宅など、多様な資源を活用して、暫定的な生活の

場(仮設市街地)を確保し、生活の最低限のレベ

ルを確保した上で、計画的復興に向かう仕組みと

して提案しているものである。基本的な理念とし

ては、地区の復興計画策定期に、被災者が地区に

とどまって、復興まちづくりの計画づくりへの参

加が可能になるような仕組みとして発想してい

る。これがどのように可能なのか、今後、即地的

かつ詳細な検討が必要である。そのポイントは、

1)オープンスペースの事前利用調整の仕組み、 2)

事業用仮設の最大限の利用、 3) 自力仮設住宅等

の支援方策の検討、 4)補修等による被災建物の

暫定利用の技術と支援方策の具体化、 5)郊外

(地区外)への移転と地区内残留との調整の仕組

みと情報等対応体制の確立、など、課題が多い。

④復興まちづくり計画における目標水準の設定

区市町では、対策基本図 2を作成する際に、

[都市計画マスタープラン」をどのように位置づ

けるのか、さらに、防災都市づくり推進計画など

「修復型防災まちづくり」を進めている地区にお

いて、計画復興にあたっての目標像をどのように

位置づけていくのかなど、「従前の都市づくり・

まちづくりjと「復興都市づくり・まちづくり」

との関係付けは、計画論的にも課題である。

⑤区市町での都市復興マニュアルと役割分担の明

確化

「区市町の都市復興マニュアル」づくりは、「区

市町の復興整備条例づくりjとともに、重要な課

題である。しかも、実効あるマニュアルを策定す

るには、後述する復興計画策定模擬訓練が重要と

なってくる。同時に、地域防災計画とともに復興

計画における都と区市町との役割分担も、重要な

行政上の検討課題である。

⑥合意形成の促進方策の検討

住民参加による合意形成の促進には、「都市計

画マスタープラン」づくりにおける住民参加と合

意形成の経験を活用し、継続的なまちづくりの維

持が重要となる。とくに、修復型まちづくりは、

住民参加が不可欠であるが、その継続方策もまた、

復興まちづくりに向けての住民合意形成の方策と

なろう O

⑦「都市復興計画策定模擬訓練(シミュレーションM

の実施

このマニュアルでは、阪神・淡路大震災後

( 1995.2.26)に新たに制定された「被災市街地復

興特別措置法」を視野にいれているが、阪神・淡

路大震災では、この法制度は、計画策定段階では

運用されなかったので、その制度の運用を含めて、

机上訓練と復興のシミュレーション的検討を進め

る必要がある。

そこで、 1998年9月4日に、東京都が主催し、防

災都市づくり推進計画の重点地区を有する7区の

参加を得て、「都市復興基本計画策定模擬訓練」

が実施された。これは、図5の復興本部の立ち上

げから、各区が地域復興都市計画(原案)を作成

するまでの2カ月余のプロセスを、地域危険度か

ら被害の分布を設定し、防災都市づくり推進計画

の重点地区に焦点を当てて、[重点復興地区」を

設定し、その復興都市計画原案を策定してみたも

のである。この模擬訓練のとりまとめにおいて、

参加各区等から指摘された事前復興戦略として検

討すべき課題は、以下の諸点である。

1)初動対応期における災害対策本部と復興本部

の連携の仕方(被害把握、瓦磯処理、仮設住

宅等々)

2)仮設市街地づくりの実施方策および復興都市

計画(事業)との関連のさせ方

3)審議会の開催と都市計画決定など、復興の行

政子続きの確認

4)区境など行政境界などでの計画調整の方法の

検討

5)都区間調整にも、被害や基盤整備の状況など

復興事業適用の計画技術基準(適用要件)の

明確化

6)土地区画整理事業などの面整備復興事業の基

盤整備水準(計画基準)の事前設定

7)住民説明・参加手続など、被災住民の計画参

加手法の検討

8) (東京における)復興まちづくりへのコンサル

タントなど専門家の関わりの仕組みづくり

9)修復型防災まちづくりでの整備目標と面的復

興事業時の計画水準との聞に生じる格差と住
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民説明

10)各区でも都市復興マニュアルの策定が重要

上記の①~⑦に加えて、復興組織・体制づくり、

復興推進のための制度づくり、復興計画づくりの

迅速化方策の検討、復興事業の推進方策、など、

さまざまな課題がある。これらは研究課題である

と同時に、行政的課題でもあり、それぞれの立場

から、これらの課題を順次検討していくことが、

事前復興計画の実効性を高めるものになることは

疑いのないところである。

注

1)都市復興マニュアルの策定にあたっては、筆者は、

研究調査を受託した都市計画学会での検討委員会

に参画し、市街地復興に関する分科会の主査を務

めた。以下での考察は、そこでの議論等を踏まえ

てはいるが、個人的なもので、ある。

2)筆者は、阪神・淡路大震災以降に日本建築学会が

設置した「兵庫県南部地震特別研究委員会Jにお
ける「特定5分野:災害時の対応行動と避難に関

する計画のあり方に関する研究小委員会」に主査

として参加した。そこでの研究討議を踏まえて、

1998年 1月に「建築学会・第三次提言」として、

74の提言をとりまとめた。以下の提言は、その中

から、事前復興に関連する「生活復興への提言j

である。

3) r東京における直下地震の被害想定に関する調査報
告書 (1997)Jによると、区部直下の地震では、

都全域で、全壊43千棟、半壊100千棟、焼失378千

棟 (9，600ha)の被害が想定されている。

4) ノースリッジ地震では、被災後L、ち早く FEMA

(連邦危機管理庁)とOES(カリフオルニア州災

害対策部)が中心となって、被災者に対する

“How to get money， food and seIVIce"という冊子

(被災者向け支援マニュアル)を作成し、配布し

ていた。現行は常時フロッピーディスク化されて

いて随時見直しをし、発災後は直ちに印刷できる

ようになっている。
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The Concept of Pre-disaster Planning for Urban Reconstruction 
after the Next Big One of Earthquake : 

Case Study on Strategy and Preparedness for Urban Reconstruction in Tokyo 
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The purpose of this paper is not only an introduction of "Strategy for urban reconstruction 

after the next Big One in Tokyo" but also several discussing topics onthe preparedness for urban 

reconstruction plan making. Learning lessons from the 1995 great Hanshin-Awaji earthquake， 

Tokyo Metropolotan Government made two kinds of manuals both for reconstruction of 

infrastructures， urban facilities and buildings (Fig.4) and for recovery of livelihoods of people 

damaged from an earthquake disaster (Fig.3). According to Urban reconstruction planning 

manual， the damaged areas are devided into three categories for urban reconstruction due to the 

degree of damage， the condition of arrangement of urban facilities and potentialities for urban 

developments and renewa1s (see Fig:5).官1eareas of the first category are reconstructed through 

the projects of land readjustment and/or urban redevelopment. It is expected that this area division 

for urban reconstruction can be desided within one month after an earthquake by a preparedness 

for reconstruction plan making. Figure 9 means the idea1 planning process of urban reconstruction 

projects in Tokyo.百lecontents of another manual for livelihood recove庁 areshown in Fig.3. 

It is necessary thatτ'MG and every planning authority exercise a reconstruction plan making 

through the manual.τbese exercises wi11 give us many lessons for a smooth promotion of urban 

reconstruction. 




